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（２）行政苦情審査会委員の面接相談による苦情の処理 

相談日 相談の内容 所管課

１

28. 6.17 ・自宅前を通る市道の舗装と側溝補修の工事が昨年度から実施さ

れているが、今年になって自宅前の箇所については舗装工事のみ

実施するとＡ区建設課から伝えられた。約束が違うと言ってやり

取りをしていたら、舗装工事も今年はやらないと言われた。Ａ区

長に電話で調査依頼をし、まちづくりトークでも苦情を言った

が、Ａ区長からはこの場で発言するべきではないと言われ、その

後もＡ区長及びＡ区建設課からは連絡がない。 

・側溝補修工事の変更理由について、区長から口頭及び書面で説

明してほしい。また、今年度中に自宅前の側溝を補修してほしい。

区役所 

建設課 

２ 

28.11.16 
・居住している市営住宅の床が揺れたり音がして安眠できない日

が続いており、指定管理者に相談したが解決されないため、静か

なところへ転居させてもらいたい。 

・隣室の住民が突然理由もなく怒鳴り込んで来たり、夜中に自宅

玄関のブザーを鳴らしたりしたので困っている。警察に相談して

注意してもらった後はなくなっているが、隣室住民の嫌がらせが

怖い。 

住環境政策課 

３ 

28.12.14 
・狂犬病の予防注射の接種率を上げるための方策を行政側で

議論して考えてほしい。 

・違反者には罰則を適用して、予防接種を真面目に受けてい

る飼い主とそうでない飼い主の不公平感をなくしていってほ

しい。

保健所 

環境衛生課 

（動物愛護セ

ンター） 
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Ⅴ 苦情申立て 

（１）調査したもの ································ ９件
  Ａ 提言・意見表明したもの ················································· １件
   Ｂ 市に非がないとしたもの ·················································· ８件

Ａ 提言・意見表明したもの

１． 福祉電話の貸与中止の経緯及びあんしん連絡システムとの整合性について納得のいく説明を 

求める 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

 福祉電話の性急な返還要求と長期中断を生じた「あんしん連絡システム」との整

合性について、市から納得のいく説明を求める。

苦 情 申 立 て

の 理 由

1  福祉電話を 10日以内に停止するという横暴さについて
本年 7 月上旬に、7 月 22 日を提出期限とする「身体障がい者福祉電話等現況届
兼同意書」（以下「現況届」という。）が送付されて来たので、7 月 20 日にＡ区健
康福祉課に持参したところ、その場で携帯電話の所持を理由に市から貸与されてい

る福祉電話の停止と返還を求められた。そして、2、3 日後に 7 月末で電話を止め
ると同課から連絡があった。期日までは 1 週間、書類の提出期限から数えても 10
日もなかった。

障がい福祉課へ確認したところ、現況届についは、本年 4月の「新潟市身体障が
い者福祉電話等設置事業運営要綱」（以下「福祉電話要綱」という。）の改正で初め

て規定され、利用者に提出を求めたものであることが分かった。

性急な電話回線の停止の影響は甚大で、様々な契約の連絡先を直ちに失うことに

なり、クレジットカード、公共料金の支払い及び銀行口座開設等の契約について連

絡先の変更手続きをしたり、何よりもそのハンディを補うために健常者とは比較に

ならないほどインターネットに依拠した生活を送っている申立人のような障がい

者が、これらの変更作業をするために膨大な時間と労力を要し、時間の十分な確保

が必要であることを障がい福祉課はきちんと認識するべきである。

なお、福祉電話の回線をそのまま利用できるように障がい福祉課に福祉電話の回

線の有償譲渡を申し入れたが、市の所有であるとして拒否された。ひかり回線の有

効性を認識しながらも、当方で勝手に回線をいじることができず、また手続きが煩

雑である等の理由でひかり回線への移行をこれまで幾度となく断念してきた。福祉

電話は利用者の利益になることを目的に考えられた施策であるはずなのに、利用者

の生活実態を反映していない。

また、平成 8年当時、私は電動車いすで外出する機会が多く、介助者やヘルパー
との連絡には携帯電話の所持がどうしても必要であったため、障がい福祉課に事情

を説明して携帯電話の所持については了解をもらっていた。携帯電話を持つと福祉

電話は貸与しないということであれば、私が 20年以上携帯電話を利用していた状
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態は誤った状態であったはずであり、この間何の調査も行わず、何の警告も行わな

かった市は行政の無作為という責任が問われなければならない。また、市がこの誤

った状態を確認した場合には、障がい者の利益を最優先し、最大限の激変緩和措置

を講じて正しい状態に戻すというのが正しいやり方ではないのか。1 週間程度で返
還を要求するなどはもってのほかであり、少なくとも数か月の猶予を設けるべきで

ある。現況届に始まる福祉電話に係る一連の施策はあまりに性急すぎて到底納得で

きるものではない。

また、福祉電話要綱第 3条の「福祉電話の貸与対象者」で、同条第 1項第 3号に
規定する「電話（携帯電話を含む）が設置されていない世帯に属する者」のかっこ

書きの「携帯電話を含む」という文言は本年 4月の改正により初めて明示されたも
のであり、かつ同要綱第 14 条の「現況届の提出」は、本年 4 月に新たに加えられ
た規定である。そして、これらの規定に基づく今回の福祉電話の貸与中止に基づく

一連の処理については、利用者に対して十分な周知を行わないまま実施されたもの

であり、日常生活に関わる重要な事柄で知らないうちにルールが変更されたら安定

した生活を維持することは難しい。

障がい福祉課は、障がい者の自立を支え、社会参加を促す部署であるのに、今回

のやり方は到底納得ができない。

2  あんしん連絡システムの中断について
新潟市の「身体障がい者あんしん連絡システム」（以下「あんしん連絡システム」

という。）は、在宅で緊急事態が生じた時に、緊急通報装置の発信によって 24時間
体制で現在はＢ社が「あんしん連絡センター」として緊急対応を行うというもので

ある。

ところが、8月 6日にＫＤＤＩのａｕひかり回線の工事を行うことをＢ社に連絡
したところ、同日にＢ社が来宅し、既存システムの解除手続きを行った。本来は同

時にａｕひかり回線に対応した新システムへの移行が必要であったが、Ｂ社は「市

から連絡がないので新システムに移行できない」として、あんしん連絡システムが

使えなくなった。その後 16日間の中断を経て 8月 22日に、Ｂ社の工事により新シ
ステムが稼働した。

24 時間体制で連絡センターが緊急対応をすると謳っていながら、約 400 時間と
いう長い間緊急対応が不可能な状態が継続していたことになる。

今回の福祉電話の引き上げについては、あんしん連絡システムを中断させるだけ

の緊急性があったとは思えず、あんしん連絡システムを中断させることなくスムー

ズに移行することは可能であったはずである。現にＢ社が解除工事に来ていなが

ら、市から連絡がないために、同日中に新システムを設置できなかっただけのこと

であるから、市が福祉電話の撤去のみに躍起となり、あんしん連絡システムとの整

合性など念頭にないまま作業を進めていた結果ではないかと思わざるを得ない。



１３

障がい福祉課はこれまでの回線を 7月いっぱいで打ち切ると言っていたが、私の
抗議により、確かに新回線への移行までの猶予を与えてはくれた。しかしこれは、

猶予というより、障がい福祉課自身が、回線を停止するとあんしん連絡システムが

停止してしまうという自己矛盾に陥り、回線を停止することができなかっただけで

はないのか。

これらのことから、今回の福祉電話やあんしん連絡システムに係る一連の障がい

者施策が極めて場当たり的なもので、障がい福祉課は、障がい者の生活実態を無視

し、自分たちの都合だけで障がい者の生活を混乱させたと言える。

3  結論
今回の福祉電話の貸与中止に関連して、本年 4月の福祉電話要綱の改正で、現況
届の規定が新設された経緯及び貸与対象者となる「電話が設置されていない世帯」

という規定の「電話」にかっこ書きで「携帯電話を含む」の文言が加わった経緯、

また、改正された同要綱の内容について周知がきちんとなされなかったことや提出

期限日から間もない 7月いっぱいという性急な返還期限を設定した経緯について、
そして、あんしん連絡システムとの整合性についての考え方等について、市から納

得のいく説明をしていただきたい。 

受 理 年 月 日 平成２８年９月２６日

所 管 課 障がい福祉課、Ａ区健康福祉課

意見の趣旨等 

1  福祉電話について
要綱その他制度の改正、制定等、従前の内容が実質的に変更される場合の運用に

あたっては、対象となる障がい者の生活に与える影響等を十分考慮し、事前説明・

周知を徹底し、猶予期間を十分設けるなどして、障がい者の生活に支障が生じない

ように配慮していただきたい。

2 あんしん連絡システムについて
システムの工事を行う際には、今回のようにシステムが稼働しない期間が生じる

ことがないように十分注意し、改善措置を講じられたい。

意見の理由 

1  調査の結果、以下の事実が確認できた。
新潟市では、次の①及び②の制度を設けている。

① ひとり暮らしの重度身体障がい者等に対して、日常生活における安全の確保

と社会活動の便宜供与をし、福祉の増進を図ることを目的として福祉電話を貸

与する制度

② 在宅のひとり暮らしの重度身体障がい者に対して、緊急時に 24時間体制で連
絡できるようにし、福祉の向上を図ることを目的として自動通報装置を給付す

る「あんしん連絡システム」制度。新潟市はこの事業をＢ社に委託している。

①及び②は、ＮＴＴの回線を使用するものであったが、申立人はその利用者であ

った。
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福祉電話要綱では、「電話が設置されていない世帯に属する者」が福祉電話の貸

与対象者とされているが、申立人は、同要綱が施行された平成 2年 4月以前から、
既に従前の制度から引き続いて貸与を受けており、また平成 8年頃から携帯電話を
所持していた。

その後、携帯電話が普及したため、新潟市は、平成 25 年度から「電話」に携帯
電話を含むとしたが、携帯電話所持者から福祉電話廃止の届出がなされないため、

平成 28年 4月 1日に同要綱を改正し、利用者から現況届を提出してもらうことと
した。

所管部署では、福祉電話の利用者が携帯電話を所持していることが判明した場合

にはすぐに福祉電話廃止の手続をとっているとのことで、本年 7月 20 日に提出さ
れた現況届により携帯電話を所持していることが判明した申立人に対して、7 月末
で貸与解除となる旨を伝えた。

申立人は、福祉電話回線でインターネットを利用していたが、その利用ができな

くなることから、ＫＤＤＩに回線開設の申込をした。

あんしん連絡システムは福祉電話のＮＴＴ回線を使用していたため、障がい福祉

課は、申立人宅のＫＤＤＩの工事が完了するまではＮＴＴ回線を撤去しないことと

した。

8月 1日、Ａ区健康福祉課は、自動通報装置解除依頼書と同設置依頼書をＢ社に
提出した。

8月 6日、ＫＤＤＩがａｕひかり回線の工事に入った。Ｂ社は、従前の自動通報
装置を解除したが、ひかり回線対応の機器が調達できておらず、同日に設置するこ

とができなかった。

8月 22日、Ｂ社が、申立人宅に自動通報装置を設置した。
そのため、8 月 6 日から 22 日までの間、申立人宅のあんしん連絡システムは稼
働していなかったが、この点について、Ｂ社から新潟市に対して、毎月の実績報告

書提出までは特段の報告はなされなかった。

障がい福祉課は、Ｂ社に対して、電話で、今後このようなことがあった場合は障

がい福祉課に連絡するよう依頼し、了承を得たとのことである。

2 福祉電話の撤去について
申立人は、次の①及び②について指摘する。 

① 携帯電話所持者は福祉電話を持てないことの問題 

② 福祉電話撤去が性急すぎることの問題 

①については、確かに、申立人の言うように福祉電話は固定電話のため自宅内の

みしか利用できず、外出時に携帯電話が必要であることは理解できるが、固定電話

のほかに携帯電話を所持することが障がい者の当然の権利とまでは言えず、新潟市

の福祉施策として福祉電話が提供されていることからすれば、福祉電話要綱に携帯
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電話を含めたことに非があるとは認められない。 

②については、確かに、障がい福祉課の言うように、携帯電話があるから直ちに

福祉電話を止めても連絡手段がなくなる訳ではないことから、支障がないとも言え

そうである。障がい福祉課では、現況届の提出については事前に市報に掲載して周

知したうえ、１週間余り猶予したので、柔軟に対応したという。

ところで、申立人は電話回線を利用してインターネットを利用しており、福祉電

話の撤去によって回線の新設・電話番号の変更手続等が必要となり、健常者でも相

当の猶予期間が必要なところ、障がい者に対してはより配慮が必要と思われる。

障がい福祉課では、現況届の提出について市報に掲載したというが、「現況届を

提出し携帯電話を所持していることが判明した場合には福祉電話の貸与が解除さ

れる」旨を予告しているものではない。

また、障がい福祉課では、資格喪失理由が判明した場合には速やかに廃止しても

らっていると言うが、猶予期間が 1週間程度というのはいかにも短く、障がい者の
生活に支障を生ずる恐れがないとはいえず、さらなる配慮が必要というべきであ

る。

3 あんしん連絡システムの停止について
Ａ区健康福祉課は、委託先であるＢ社に対して従前機器の解除依頼書と新しい機

器の設置依頼書を一緒に送付したが、工事日程は申立人とＢ社とで決めたことで、

新潟市には非がないと主張する。

Ｂ社は、新潟市との業務委託契約に基づき、緊急対応業務を 24 時間体制で実施
するものとされているところ、本件では 8月 6日から 22日までの間申立人宅に機
器が設置されておらず、そのことをＢ社は、新潟市に速やかに報告せず、その結果、

あんしん連絡システムは 16 日間稼働していなかったものである。申立人は、障が
い福祉課から回線の廃止を求められたためＫＤＤＩの工事日を早くしてもらった

と言う。Ｂ社は、申立人が電話回線工事日を 6日としたために交換機手配が間に合
わなかったと言い、責任を感じていないかのようである。

障がい福祉課は、Ｂ社に対して、電話で、今後このようなことがあった場合は障

がい福祉課に連絡するよう依頼し、了承を得たというだけで終わっている。

あんしん連絡システムは、障がい者が「緊急時に 24 時間体制」で通報できるよ
う、事業主体である新潟市が「新潟市身体障がい者あんしん連絡システム事業実施

要綱」（以下「システム事業実施要綱」という。）を定めて、この事業をＢ社に委託

した。新潟市とＢ社との委託契約書では、Ｂ社はシステム事業実施要綱及び事業実

施仕様書のとおり業務を受諾しており、同要綱及び同仕様書にはいずれも「24時間
体制」で実施するとあるところ、本件では、あんしん連絡システムが 16 日間も稼
働していなかったのであり、同要綱及び契約に違反する事態が生じたことは明白で

ある。
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今回は何事も起きなかったから良かったものの、システムが稼働しない状態でも

し不幸な事態が生じた場合には、事業主体である新潟市の責任問題ともなりかねな

い。

このような要綱及び契約違反が生じたことについて、事業主体である新潟市の所

管部署としては、これを重く受け止めて、原因を究明し再発防止の対策を講ずべき

ではないかと思われるが、積極的な対応や意向が示されなかったのは残念である。

以上のことから、上記のとおり意見の表明を行う。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２８年１２月５日

所管課処理方針

1  福祉電話について
要綱その他制度改正等により、従前の内容を実質的に変更する場合は、事前説

明・周知を徹底し、対象者へ十分に配慮するとともに適正な事業実施に努めます。

2 あんしん連絡システムについて
工事日確定後、業者から担当区へ工事日の報告をすることとします。また、機器

交換は原則同日付で行い、同日付でできない事態が発生した場合は、業者が担当区

へ連絡し、稼働していない期間が生じることのないよう利用者・業者・市で協議す

ることとします。

Ｂ 市に非がないとしたもの

１．本年度入札予定の賃貸借契約の仕様書について公正な競争を行うための解決を望む

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

新潟市保育課（以下「所管課」という。）が本年度入札を予定している自動体

外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）の賃貸借（リース）契約について、公

正な競争を行うため仕様書を変更してほしい。

苦 情 申 立 て

の 理 由

申立人は、当該契約について、リース会社を通して参考見積書を提出している医

療機器メーカーである。

当該契約に係る仕様については、当初の昨年 10月の時点では、使用方法の音声ガ
イド（日本語）機能を有することということであったが、本年 3 月にはディスプレ
イにより支援する機能を有することとの条件が加わり、なおかつ、3月 30日の所管
課担当者からのメールでは、一旦仕様書を昨年 10月の仕様に戻すと明記していたに
もかかわらず、半月後の 4月 14日には、それが、液晶画面でのガイダンス機能を有
することというように変更され、それぞれ申立人と取引のあるリース会社へ参考見

積書の提出依頼があった。

 なお、4 月の液晶画面付きという仕様書の変更理由については、所管課からは、
新潟市救命サポーター制度発足に伴い、誰でもより安心して使用できるためとか、

停電時などの暗い場合でも明るい液晶ディスプレイによる操作が可能なため変更し
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たとの説明があったが、そもそも消防の救命講習においては音声ガイドのみのＡＥ

Ｄが使用されており、市場でも液晶画面付きのＡＥＤの普及が進んでいないこと及

び暗闇の状態では救助者の安全の確保や傷病者の容態の確認が難しく、いきなりＡ

ＥＤを使用することは想定しづらいことから、メーカーである申立人が到底納得で

きるような説明になっていない。

 申立人にも液晶画面によるガイダンス機能という仕様を充たす機種はあるが、参

考見積価格において、1、2回目の仕様に対応する機種を大幅に上回っており、価格
面において明らかに不利な仕様への変更となっている。

 所管課においては、既設の教育委員会や消防局等多方面の意見も参考に、1回目
ないしは 2回目の仕様書で入札を実施していただきたい。

受 理 年 月 日 平成２８年 ４月２２日

所 管 課 保育課

調 査 の 結 果 申立人の主張にかかる所管課の対応に非があるとは認められない。

調査結果の理由

当審査会では、申立人及び所管課からそれぞれ資料を提供してもらい、聞き取り

を行った。

申立人は、仕様書が 2 回にわたり変更されたこと、2 回目の液晶ディスプレイタ
イプへの変更の必要性について所管課からの説明に納得できないとのことであっ

た。

しかしながら、仕様書の変更は通常ありうることであり、仕様書を変更してはな

らないとする理由は認められない。よって、所管課が 2 回にわたり仕様書を変更し
たことに非は認められない。

次に、仕様書変更の理由について、所管課は申立人らの了解を得なければならな

いというものではない。入札に付する旨の表示は申し込みの誘因と解されており、

申立人と所管課との間において権利義務関係を発生させるものではない。

よって、所管課の説明に納得がいかないからといって、仕様書の変更が不当だと

いうことはできない。

これら仕様書は参考見積のために示されたものであり、入札手続自体の問題では

ない。

以上から、調査結果のとおり判断した。

なお、申立人らから参考見積を提出してもらい商品の説明を受けることにより、

所管課としても仕様書内容に必要な多くの情報収集ができ、適正な入札の実施に資

することにもなるのであるから、今後、所管課においては、仕様変更にあたって可

能な限り説明し丁寧な対応を心掛けていただきたい。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日
平成２８年５月２５日
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２． Ａ、Ｂ地区の防犯灯設置については、Ｃ地区等との不公平を解消し、ＬＥＤ化も住民負担なし

で進めることを求める 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

Ａ、Ｂ地区の防犯灯設置については、Ｃ地区等との不公平を解消し、ＬＥＤ化

も住民負担なしで進めることを求める。 

苦 情 申 立 て

の 理 由

これまでＡ、Ｂ地区では、市に対して、同じＤ区内における防犯灯の地区におけ

る差別について解消を求めて来たが、市ではＬＥＤ化による自治会負担の軽減は進

めているものの、抜本的な見直しを避けている。

防犯灯については、Ａ、Ｂ地区では、自治会が設置・管理し、維持管理費だけで

も年間で 1世帯約 1,400円、2自治会では約 95万円強を負担している。従って、2
自治会では、合併 10年間で約 950万円強(1世帯約 14,000円)も自治会費から負担を
強いられてきた。現在進められている LED化も、2自治会 288灯で約 288万円の負
担と経年劣化時の器具取替には、更に約 288万円の負担が発生する。
しかし、同じＤ区のＣ地区では、8割強の道路照明灯(防犯灯相当)の自治会負担は
なく、LED 化も 8 割強の道路照明灯(防犯灯相当)は自治会負担なしで進められてお
り、器具取替時にも自治会負担はない。Ｃ地区の道路照明灯(防犯灯相当)の維持管理
費には、合併 10年間で約 1億円強の市費が投入されている。
これは、旧Ｃ町等（他に旧 5 町村あり）においては、防犯灯電気料の自治会負担
がなかったこともあり、合併後の自治会負担への影響を考慮して、合併前に町村道

等に設置された自治会管理の防犯灯を道路照明灯として各町村へ移管し、合併後に

市が管理することとなったためである。

また、市は、合併 1 年前に、旧Ｃ町の町道等で自治会管理の防犯灯を移管により
町有の道路照明灯にして「防犯灯設置等事業」の対象から除外し、合併後は全市統

一の制度となり不公平感は一切なしとＤ区自治協議会への提出資料で説明をした。

上記資料は、合併協議で合意されたものでは無いものを含む、極めて疑義のある

ものである。

以上のことから、市は、行政の公平性の原則からも、合併協議で決定した「各種

事務事業調整の原則」からも、合併後約 10年間放置してきた地区による差別を直ち
に解消するべきである。

受 理 年 月 日   平成２８年５月２５日

所 管 課 Ｄ区地域課

調 査 の 結 果 所管課のこれまでの対応について非があるとはいえない。

調査結果の理由

当審査会では、申立人及び所管課からそれぞれ資料を提供してもらい、聞き取り

を行った。

申立人は、防犯灯・道路照明灯の設置等について、Ａ、Ｂ地区とＣ地区（旧Ｃ町）

とでは、同じＤ区内であるにもかかわらず、自治会負担について差異があることか

ら、その解消を求めているものである。

確かに申立人が指摘する差異が認められないわけではないが、その差異は、合併
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前における各自治体の政策的判断に基づくものであって、各自治体間において差異

が生ずることはやむを得ないものであることから、合併後に地域間で差異が生じて

いるとしても、そのこと自体に非があるとはいえない。

なお、合併後は、平成 23年度から段階的にＬＥＤ設置の補助制度を全市的に拡充
し、自治会負担の軽減が図られていることが認められ、また、Ｄ区においても、本

年度から特色ある区づくり予算事業として、独自にＬＥＤ防犯灯設置等を含む事業

を展開していることから、市ないし区としても、申立人の指摘する差異に基づく不

公平感の解消に努めているものと評価できる。

以上のことから、調査結果のとおり判断する。

苦情等調査結果

通 知 年 月 日
  平成２８年６月２７日

３．誤った国民健康保険証の交付について是正してほしい 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

職員の誤った住民異動届の処理により国民健康保険料の納付義務者となったため

その取消しを求めるとともに、母親が単独世帯で届け出た際に交付された国民健康

保険証（以下「保険証」という。）と同じ番号の保険証の再交付を求める。

苦 情 申 立 て

の 理 由

 本年 6月 20日に、申立人の母親が単独世帯として現住所への転居届をＡ区役所へ
提出した。

その後、6月 27日に申立人が母親と同居するため転居届をＡ区役所へ提出しに行
ったところ、職員から母親と生計が同一か否かについて尋ねられた。そのときは急

いでいたため、職員の言われるがままに生計同一であると答えたが、母親の意見を

聞いて慎重に届出をしたかったため、昼休みか終業前にまた来るので届出を保留に

してほしいと職員に言って帰った。

しかしながら、一切の説明もなく、その届書は一方的に受理されてしまった。何

故その時に、届書の保留はできないので届書を一旦持ち帰ってほしいという説明を

してくれなかったのか。

職員の誤った対応により、一時的ではあるが申立人が国民健康保険料の納付義務

者となってしまったことを取り消してほしい。また、母親が 6月 20日の届出の際に
受け取った保険証が使えなくなり、医療機関の受診ができずに困っているので、一

刻も早く 6月 20日に交付された保険証と同じ番号が付いた保険証を母親に交付して
もらいたい。

受 理 年 月 日 平成２８年９月７日

所 管 課 Ａ区区民生活課

調査の結果

申立人が行った住民異動届については、所管課が窓口で申立人に確認を取りなが

ら通常の事務処理手続に沿って処理されたものと推認され、手続上の明白な瑕疵を
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見出すことはできない。

したがって、6月 27日に申立人が行った住民異動手続を取り消すことはできず、
6月 20日に申立人の母親が行った住民異動手続の際に発行されたものと同じ番号の
母親の保険証を交付することはできないとする所管課の対応が不適切であるとは認

められない。

調査結果の理由

6月 27日、申立人が転居に伴う住民異動届を提出した際に、所管課職員が申立人
に確認したところ、その場で、母親と同居し生計が同一である旨の回答を受け（届

書の備考欄の記載から世帯同一の確認がなされたことが推認される）、申立人と母親

が同一世帯となる（世帯主は申立人）届書を受理したことが認められる。

その翌日の 6月 28日、申立人が窓口へ母親の保険証を受け取りに行った際、この
時点では世帯主欄が申立人になっていたため、母親とは生計が別であることを申し

出たが、その届出は後日行うとのことであった。

月が変わり、7月 4日に申立人は母親との世帯分離届を提出し、申出に基づき所管
課は 7月 5日に新しい番号が付いた母親の保険証を郵送したが、7月 12日に母親か
ら変更された番号の保険証は認めないと電話で連絡があり、7月 15日に返送されて
きたとのことである。

申立人は、6月 27日に届書を提出した際、世帯主については保留にしてほしいと
職員に言ったと述べているが、所管課によれば、そのような申出はなく、そもそも

保留の意向が示された場合には、窓口では届書を受け取らないこととしているとの

ことであり、本件についても通常の取扱いと同様に適法な手続がなされたと推認さ

れる。

所管課においては、手続及びその処理に明白な瑕疵が認められない以上、申立人

の住民異動届に関する手続を取り消すことはできず、申立人の母親に対して変更前

の番号の保険証を交付することはできないとのことである。

なお、申立人の母親に対しては既に新たな番号の保険証が交付され、医療機関の

受診はその保険証を利用することで可能となっており、所管課においては、申立人

の母親に対して、これまでも電話や文書による説明を行ったり、保険証を再三郵送

するなど保険証を引き渡すべく努力していることが認められる。

また、申立人が 6月 27日の住民異動届により一時的に国民健康保険料の納付義務
者となったことは制度上やむを得ないものであり、所管課の手続上の瑕疵によるも

のではないことは明らかである。

以上のとおり、申立人の要望に対して所管課が応じられないことには正当な理由

があり、所管課の対応が不適切であるとは認められない。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２８年１０月７日 



２１

４． 介護保険の負担限度額認定決定日を遡ってほしい 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

1  介護保険負担限度額認定（以下「認定」という。）の決定年月日を平成 28年 8月
1日に遡ってほしい。

2  介護保険施設利用負担額（以下「負担額」という。）が増額変更になることを、
市があらかじめ申立人に知らせてくれないことに納得がいかない。

苦 情 申 立 て

の 理 由

 本年 10月 7日より前に母親が利用している施設の担当者から電話をもらい、利用
料金の支払い遅延と本年度の認定申請が却下されたことを初めて知りました。

すぐにＡ区健康福祉課の担当者に電話で問い合わせをし、負担限度額が認定されな

かった理由について、私が本年１月に病気の娘を引き取った関係で、娘の前年度収入

が世帯収入とみなされたためである旨の説明を受けました。

その後母親を世帯分離する手続きをしてから改めて認定申請を行いました。

世帯分離については、Ａ区区民生活課の担当者に、世帯分離があった日を 8月 1日
に遡ってもらいたいとお願いしましたが、それはできないと言われ、気を失いそうに

なりました。 

また、以前仙台市で、不動産売却により世帯収入が一時的に増加して、私どもの負

担額について不利益変更になることとなった際に、市の担当者からも施設担当者から

も、あらかじめ親切に制度の説明を受けていたため、納得の上、早目に母親の世帯分

離手続きを取り、母親の年金の範囲内で継続して施設利用ができました。

今回の負担額の増額変更について、もっと早く結果通知が私もしくは母親のところ

へ届いていれば、8月、9月分の利用料金は 10万円程度で済んだはずであり、この 2
か月分の施設利用の請求とその流れに納得がいかないので、認定の決定日を 8月 1日
に遡って、請求額を減額していただきたい。

受 理 年 月 日 平成２８年１１月１日

所 管 課 Ａ区健康福祉課、介護保険課

調査の結果 
認定の決定年月日を平成 28年 8月 1日に遡ることはできない。また、負担額の変
更についてあらかじめ申立人に知らせていない所管課の対応に非は認められない。

調査結果の理由 

1 認定は、申請に基づいて決定されるものであり、申立人が 10月 5日に世帯分離
手続を行って、母親の認定について再申請を行った結果、10 月 7 日に認定の決定
がなされ、負担額が減額されることとなった。

しかしながら、世帯分離の日は届出日とされており、それより前に遡及させるこ

とができないため、認定決定年月日を平成 28年 8月 1日に遡ることはできない。
2 認定は、一定の要件を満たす場合に、申請によって負担額の一部が介護保険から
給付されるものであって、あらかじめ負担額について知らせる義務が市に課せられ

ているものではない。

3  所管課は、通常の事務処理手続に沿って行ったものと認められ、手続上の瑕疵を
見出すことはできない。
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以上、調査結果のとおり判断する。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２８年１２月９日 

５． 支払いを拒否された海外療養費を支給してほしい 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

海外療養費の一部支給について、あらかじめ必要な書類の説明や交付がなかった

ために、申請手続が止まっており、支給されないことに納得がいかない。

苦 情 申 立 て

の 理 由

 私は、昨年春にしばらく米国へ行くことになったが、持病があり毎日薬の服用が

必要であったため、その費用について、国民健康保険料を支払ったまま渡米して帰

国後に海外療養費の一部支給を受けるか、国民健康保険料を支払わないで実費を負

担するかで悩み、結局前者を選択することとした。

以前から私は、国民健康保険に加入していると、帰国後の申請により海外で実費

を支払った療養費の約 7 割が戻るということを知っていたが、念のため出発前にＡ
区区民生活課の国民健康保険の窓口（以下「区の窓口」という。）に行って、職員か

ら制度の説明を受けた。その際、職員から、海外で支払った領収書があれば支給さ

れると言われた。また、その数日後に、出発前の申込み等が必要かもしれないと思

い、再度同じ区の窓口へ行ったが、その時も職員から同じ内容の説明を受け、領収

書があれば支給されると言われた。

その後、昨年の 12月に帰国し、今年の 1月ごろに海外療養費の一部支給を受ける
ための申請をしようと区の窓口へ行ったが、必要書類が添付されていないというこ

とで受け付けてもらえず、Form A（診療内容明細書）等（以下「明細書等」という。）
の用紙をその場で渡された。しばらく忙しかったため、申請を忘れていたが、10月
19日に窓口へ行き、申請書を書いて、明細書等と領収書（原本）を一緒に提出した。
しかし、その後職員から、明細書等に、現地で診察を行った医師の署名と医師が書

いた病気についての説明の記載がないと受け付けられないと言われた。

私としては、渡航前に区の窓口へ行った際に、書類の説明や交付もなかったため、

一部支給の申請に必要な書類が揃えられなかったのであり、納得がいかず、本申立

てに及んだ。 

受 理 年 月 日 平成２８年 １１月１０日

所 管 課 Ａ区区民生活課

調査の結果 
申立人の主張するところの、必要な書類の説明や交付がなかったとの事実は確認

できず、そのため所管課の対応に非があったとは判断できない。 

調査結果の理由

 所管課では、海外療養費について相談を受けた場合には「海外療養費の受付手順」

という文書の内容を説明し、申請に必要な書類と一緒に渡しており、少なくとも 5
年前から実施しているとのことである。したがって、申立人から相談等があれば上

記の書類を渡しているはずであるという。
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しかしながら、申立人は上記書類を受け取っていないと主張し、また、所管課で

は、平成 27年春ごろに窓口で申立人から相談を受けたと記憶している職員はいない
とのことである。

申立人が相談したという平成 27年春ごろに、窓口においてどのような説明がなさ
れたのか、あるいは書類が渡されたか否かについて客観的に明らかにする資料はな

い。

 したがって、調査結果記載のとおり判断せざるを得ない。

なお、支払いから 2 年間は申立人の海外療養費を請求する権利が失われるわけで
はないので、所管課においては、今後申立人から申請があった場合には丁寧な対応

をされたい。

 以上、調査結果のとおり判断する。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２８年１２月１４日 

６． 母親の重度心身障がい者福祉手当を遡って支給してほしい 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

平成 25年 1月に母親の転入手続きをした際、新潟市重度心身障がい者福祉手当（以
下「手当」という。）について記載のある「障がい者（児）福祉のしおり」（以下「し

おり」という。）をもらわず、説明も受けなかったため申請しなかった。母親の手当

を当時に遡って支給してほしい。

苦 情 申 立 て

の 理 由

 申立人は、10月半ばくらいにニュースで手当がもらえることを知り、翌日にＡ区
健康福祉課へ行き、「母親の転入時は身体障がい者手帳を交付されただけで、しおり

をもらえず、説明も一切なかった」と障がい福祉係の係長に言ったところ、手帳交

付時には 1 時間ほど各種制度の説明をしているとのことであった。そのとおりであ
れば、その日のうちに手当の申請をしているはずであるので、「遡って支給してくれ

ないか」と言ったら、できないとのことであった。その後、手当の申請をしたが、

転入時の説明がなかった件では水かけ論になっている。

 申立人が、同係長に、遡って支給できない文言が書いてあるものを見せてほしい

と言ったら、「新潟市重度心身障がい者福祉手当の支給に関する規則」（以下「規則」

という。）を見せられたが、「認定の請求をした日の属する月の翌月から支給する」

とあり、遡って支給できないとの文言は一切なかった。また、Ａ区健康福祉課及び

障がい福祉課の課長、補佐、係長などと話をしても、説明の記録を残していない件

については申し訳ないが、手当は遡って支給できないとのことであった。これでは

とても納得がいかない。

受 理 年 月 日 平成２８年１１月１０日

所 管 課 Ａ区健康福祉課、障がい福祉課
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調査の結果 
 手当の支給を平成 25年 1月に遡ることはできず、所管課の対応に非があったとは
判断できない。

調査結果の理由

Ａ区健康福祉課からの聞き取りでは、障がい者から転入届がなされた際には、必

ず各種制度の説明をした上でしおり等を渡しており、したがって、申立人から転入

届がなされた際にも同様の説明をして、しおりを渡しているはずであるとのことで

あった。

 一方、申立人はそのような説明をしてもらったこともしおりを渡されたこともな

いと主張している。

 ところで、申立人が転入届を提出した平成 25年 1月 31日に、窓口においてどの
ような説明がなされ、どのような書類が渡されたのかについては、客観的に明らか

にする資料は残っていないため確認はできなかった。 

しかしながら、規則によれば、手当は申請に基づいて認定され支給されるもので

あるので、申請日より前に遡って支給することはできない。

 なお、Ａ区健康福祉課においては、今回の件を受け、窓口で説明を行う際にチェ

ックシートに記入し、確認の上そのコピーを来庁者に手渡すといった改善を実施し

たとのことである。

 以上、調査結果のとおり判断する。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２８年１２月２２日 

７． 市の道路改良事業に係る書類の不正転写の是正と再発防止について 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

市の道路改良事業に係る用地測量の関係書類に署名押印したが、他の書類に不正

転写されたため、市は正当な書類を作成し、新たに署名押印を求めるとともに、不

正の再発防止策を講じてほしい。

苦 情 申 立 て

の 理 由

 申立人は、市の道路改良事業に伴う用地取得に際し、市が取得を予定している土

地と申立人所有の土地の境界確認のため、隣接者として、平成 28年 8月 30日にＡ
区建設課（以下「所管課」という。）が作成した用地平面図及び土地境界立会確認書

（3通）に署名押印した。
しかしながら、その後、既に上記の書類の確認を終えている、市が取得を予定し

ている土地の所有者及びその隣接地の土地所有者（以下「確認者」という。）に無断

で別途作成された書類に確認者の署名押印が次のように不正に転写されていること

が判明した。

すなわち、用地平面図については、図面の余白上下に「土地境界立会確認書」の

文言及び「説明文」が加筆されているとともに、確認者の署名押印欄が上下に分割

され、申立人の署名押印欄が右上部から右下部へ転写されている。

また、土地境界立会確認書（3通）については、文書名や説明文が加筆されるなど
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しており、当初申立人が署名押印した際のものとは、書式・内容のすべてが相違し

ている。さらに、当初申立人は、申立人と土地の名義人との関係を示す「子」の文

字を同書類に記載していたがそれがなく、確認者の署名押印も不正転写されている。

市は、この不正事実を認めて正当な書類を作成し、確認者に説明の上、改めて署

名押印を求めるべきである。

また、所管課とのこれまでのやり取りの中で、申立人は所管課に対して強い不信

感を抱くに至った。

まず、平成 28年 6月に、誤った隣地との土地境界線を表記した図面を委託業者が
持参したため、申立人がこれを指摘したところ、現地で杭を確認して、改めて同年 7
月に訂正した図面を持参した。しかし、その図面の 3 箇所に確認作業範囲外の境界
線を意図的に表記していたので、さらに所管課へ文書で削除を要請した。

また、所管課は、同年 8月 26日付けの、用地測量についてのお知らせという課長
発の公文書に、本来は前述した用地平面図の写しを添付すべきところ、意図的にこ

れと異なる用地実測図の写しが添付されており、署名押印した 30日には事前に何の
説明もなかった。そして、これら 2 種類の図面についての説明が所管課において二
転三転した。

さらに、用地平面図及び土地境界立会確認書の署名押印について、申立人が行っ

た個人情報開示請求の一部開示決定通知において事実と異なるものが開示され、こ

の市長名による開示までも信じられないものであった。

これらのことから、今後法務局へ書類を提出する際に、所管課が図面の差替え等を

行うことが危惧されるため、申立人が不利益を受けないよう、監視機能の強化等、

不正の再発防止策を求める。

受 理 年 月 日 平成２９年１月１２日

所 管 課 Ａ区建設課

調査の結果 
申立てに関する書類（用地平面図及び土地境界立会確認書）の作成について所管

課に非は認められない。

調査結果の理由

 当審査会で、所管課から関係資料を提出してもらい、事情を聴取した結果、以下

の事実が認められた。

平成 28 年 6 月に委託業者が持参した図面に表記されていた地番○○○○-○との
境界線には誤りがある旨を申立人が指摘した。そこで委託業者が現地を再調査した

ところ埋没杭が発見され、隣接者の確認を得て、当該境界線を訂正した図面が改め

て作成された。

 平成 28年 8月 26日、所管課では、申立人に対し、隣接者の確認・承諾を得て図
面を修正した旨を公文書で通知することとし、申立人に分かりやすいようにとの配

慮から、寸法の入った用地実測図を付記し、そこに確認作業範囲外の境界線も表記

し、これが「最終図面」であると記載した。

 平成 28年 8月 30日、申立人は「用地平面図」「土地境界立会確認書」に署名押印
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した。

その後、申立人は、「最終図面」だとされた「用地実測図」と署名押印した「用地

平面図」とが異なることを指摘し、確認作業範囲外の境界線について削除を要請し

た。

所管課では申立人の要請に応じて確認作業範囲外の境界線を削除したが、申立人

は所管課に対して不信感を抱くようになった。

 この点、「最終図面」だとして記載された図面（用地実測図）と署名押印した図面

（用地平面図）とは、厳密には同一の図面ではないのであるから、申立人が不信に

思ったのも理解できる。        

所管課では、申立人に対して、境界確認の手続きにおいて不信感や不安な思いを

おかけして、大変申し訳なかったと謝罪の意向を示したが、申立人の理解を得るこ

とはできなかった。また、申立人は、本件申立ての趣旨として書類が不正に転写さ

れた旨を主張しているので、当審査会で、この点について所管課から関係資料を提

示してもらい、原本を確認した。

その結果、用地平面図については、申立人が主張している「文言・説明文の加筆」

「署名押印が不正に転写されている」との事実を認めるには至らなかった。

土地境界立会確認書についても、申立人が主張している「文書名・説明文の加筆」

「署名押印が不正に転写されている」との事実を認めるには至らなかった。

また、申立人に開示された資料については、原本の写しと認められた。

以上のとおり、申立人指摘の文書について不正を確認することはできなかった。

 経緯を確認すると、申立人が所管課に対して不信感を抱いた心情は理解できるが、

用地実測図も用地平面図も「市道○○線用地測量」事業において作成された図面で

あり、寸法等の記載の有無に差はあるものの、内容に基本的な相違はなく、所管課

が申立人に実測図を送付したことについては特段の害意等の意図で行ったものとは

認められなかった。

しかしながら、土地は重要な私有財産であり、その境界は所有者にとって重大な

問題であることから、所管課においては、土地の境界に関わる業務については、よ

り慎重かつ丁寧な対応を心掛けてもらいたい。

 以上、調査結果のとおり判断する。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２９年２月９日 

８． Ａ区の公園管理等について 

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

1  公園内設置の園名板の文面を変更してほしい。
2  平成 28年 6月の公園防草対策工事の立ち入り禁止看板撤去に伴う雨水流入被害
について早急に対応してほしい。
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苦 情 申 立 て

の 理 由

1 申立人の自宅駐車場の前が公園の出入口になっていて、そこに車を停めている
と、近隣住民から張り紙をされるなどのいやがらせをたびたび受けた。

Ａ区建設課（以下「所管課」という。）が公園内に設置した園名板に「公園出入

口前の長時間の駐車はご遠慮をお願いします」という文面があるため無用なトラブ

ルが起きている。そのため、この文面を削除していただきたい。 

また、わざわざ公園内の自宅に近い防草シートの部分を通って異常に自宅に接近

して犬の散歩をしている人がおり、見張られているようで怖いし、申立人のプライ

バシーを侵害していると思う。本来園名板には公園付近の住民の安心と安全が守ら

れるような内容を書くべきであり、「防草シート上を散歩している方がいるようで

すが防草シートの劣化を早めますのでできるだけ止めてください」という文面及び

「近隣住民のプライバシーを考慮してトラブルを起こさないようお願いします」と

いう文面を入れていただきたい。

2  昨年 6 月に公園の防草対策工事が行われた。当初工事期間が 6 月 20 日から 30
日までとなっていたが、期間終了前に突然工事の立ち入り禁止看板が外された。コ

ンクリート工事が終了しただけで、防草シートが張られていない状態のままなぜ工

事看板を撤去したのか。コンクリート工事部分に上がったりしても何の問題もない

というのか。

雨が降ると、防草シートが下がっているところからコンクリートの方へ水が流

れ、コンクリートも下がっているため、自宅敷地内へ水が流れてきて非常に迷惑し

ている。

そのことは既に所管課に連絡しており、早急に対応していただきたい。 

受 理 年 月 日 平成２９年２月９日

所 管 課 Ａ区建設課

調査の結果 

1 園名板の文面について、所管課が申立人の要望するとおりに変更しないからとい
って、そのことに非があるとは認められない。

2 雨水流入被害については、所管課において既に対策工事を実施したとのことであ
り、申立人の苦情に対応したものと認められる。

調査結果の理由

1 申立人は、公園の園名板に「公園出入口前の長時間の駐車はご遠慮をお願いしま
す。」という文面があるために、トラブルが起きているというが、同文面それ自体

は一般的な注意事項が書かれているにすぎず、不当であるとは認められない。また、

園名板の文面については、近隣住民の意見も聞きながら、公園愛護会と協議の上決

定されているものであり、所管課が単独で変更することはできない。

したがって、所管課が、申立人の要望する園名板の文面変更に応じないことに

ついて、特段非があるとは認められない。

なお、あくまでも公園は地域のものであり、公園管理の課題については、地元

の公園愛護会や自治会との話し合いによる解決が大切であると考えるので、所管課

においては課題解決に向けた関係者の話し合いの場を設けることも検討されたい。
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2  申立人の自宅敷地内に雨水が流れてくることは問題であり、迷惑を被っていたこ
とは推測できる。しかしながら、所管課によれば、既に平成 29年 3月 18日に対策
工事を実施し、これにより申立人に被害が生じないようにしたとのことである。

なお、申立人は、当初所管課が防草対策工事期間を 6月 20日から 30日と告知
しながら、工事が完了していないにもかかわらず立入禁止の工事看板が撤去された

ことを問題視している。

この点について、所管課では、コンクリート工事が終了したこと、防草シート

工事は公園利用者がいても工事に支障がなく、安全面でも問題がないことから、公

園利用者のために立入禁止を解除したとのことであり、所管課の判断に非は認めら

れない。

よって、調査結果のとおり判断する。

苦情等調査結果 

通 知 年 月 日 
平成２９年３月２４日 

（２）調査しなかったもの ······················· ７件
１．地域の茶の間の検便提出について

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

地域の茶の間での食事提供について、保健所では、要綱上調理関係者の検便は

不要と言っているが、利用者の安全のためには必要ではないのか。 

苦 情 申 立 て

の 理 由

市保健所によれば、地域の茶の間における飲食物の提供については、提供者側

に検便を義務付ける市の要綱がないため検便は不要としているが、食中毒等が心

配なので、誰でも安心して利用できるよう、検便を実施するべきである。 

受 理 年 月 日 平成２８年４月８日

所 管 課 保健所食の安全推進課

調査しない理由 苦情申立人が苦情の申立ての原因となった事実について苦情申立人自身の利害を

有しないため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 2号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年４月８日

２．民生委員の活動費の開示について

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

民生委員の活動費については、市から社会福祉協議会へ補助金が支出され、同

協議会から民生委員に支払われているが、個々の領収書の添付が為されておら

ず、使途が不明となっているため、是正してほしい。 

苦 情 申 立 て

の 理 由

 民生委員は国からの謝礼の他、年数回市の社会福祉協議会から活動費の名目で補

助金を受け取っているが、一括領収書の提出のみで可とし、個別領収書が提出され

ておらず、使途の確認ができないため是正するべきである。
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受 理 年 月 日 平成２８年４月８日

所 管 課  福祉総務課

調査しない理由 苦情申立人が苦情の申立ての原因となった事実について苦情申立人自身の利害を

有しないため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 2号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年４月８日

３．市災害時要援護者名簿の取扱いについて

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

現在、市の災害時要援護者については、民生委員の友愛訪問事業による見守り

活動が受けられていないが、受けられるようにしてほしい。

苦 情 申 立 て

の 理 由

市の災害時要援護者の申請者には、高齢者、障がい者、要介護者が含まれてい

るが、市の社会福祉協議会が実施している民生委員の友愛訪問事業による見守り

が受けられていない。民生委員は、災害時要援護者に対しても友愛訪問事業によ

り見守り活動をするべきである。

受 理 年 月 日 平成２８年４月８日

所 管 課 福祉総務課、防災課

調査しない理由 苦情申立人が苦情の申立ての原因となった事実について苦情申立人自身の利害を

有しないため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 2号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年４月８日

４．期日前投票立会人を拒否されたことに納得がいかない

苦 情 申 立 て

の 趣 旨
期日前投票立会人を拒否されたことに納得がいかない。

苦 情 申 立 て

の 理 由

投票立会人の選任については法的根拠がなく、市の担当者が勝手に決めてい

る。また、Ａ区では公募しないでコミュニティ協議会に丸投げしており、立会人

をやりたいという市民に何故やらせないのか納得がいかない。

受 理 年 月 日 平成２８年４月２２日

所 管 課 Ａ区選挙管理委員会、選挙管理委員会

調査しない理由  投票立会人は市の非常勤特別職であり、その選任等、職員の人事について審査会

で調査することが適当でないと認められるため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 5号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年４月２２日
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５．法令違反となる市の事務手続きを改めてほしい

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

申請者が市の事務手続きに従って行っていたら法令違反になってしまう市の

事務手続きを改正してほしい。

苦 情 申 立 て

の 理 由

市は，介護保険の被保険者以外の家屋所有者が居宅介護住宅改修を行う際の申

請に必要な家屋所有者の承諾書の提出を、国の通知を根拠に工事完成後で可とし

ているが、介護保険法施行規則では事前申請時の提出書類に添付することとなっ

ている。

通知は国の規則より下位に位置するものであり、承諾書を事後申請時に提出さ

せているのは法令違反であり、市の手続きに従って申請をした私が法令違反者と

なったため、誤った市の手続きの改正を求める。

受 理 年 月 日 平成２８年６月２７日

所 管 課 介護保険課

調査しない理由  法令解釈については当審査会で調査することが適当でないと認められるため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 5号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年６月２７日

６．公園建設の際に市から隣接者への説明がなく、要望も聞いてもらえなかった 他

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

1  公園建設の際、隣接する私どもに何の説明もなく、要望も聞かなかったこと
に納得がいかない。

2  公園前の駐車禁止の看板のために自治会役員から嫌がらせを受けている。 3  
公園の立ち入り禁止の看板を外したために自治会役員から嫌がらせを受け

たが、区はなぜ工事完了前に看板を外したのか納得がいかない。

苦 情 申 立 て

の 理 由

1  当該公園は 2つの自治会に隣接しており、公園建設の際には双方の自治会へ
の説明がなされなければならないはずであるが、結果的に一方の自治会の要望

のみを聞き入れて整備されたことに納得がいかない。

2  公園の入口が自宅駐車場の入口にもなっており、自宅前に少しの間車を止め
ただけで、自治会役員が駐車禁止の紙を持って大声でどなって来たり、警察へ

通報したりする。公園入口看板の「公園出入口前への長時間の駐車はご遠慮を

お願いします」という駐車禁止の看板のおかげで嫌がらせを受けており、必要

な文面だとは思えない。

3  区職員が、工事期間終了前に公園への立ち入り禁止の看板を外すよう業者に
指示した途端、自治会役員が公園で犬の散歩をさせていた。その自治会役員の

要求で区が看板を外したとしか思えない。

受 理 年 月 日 平成２８年１１月２８日

所 管 課 Ａ区建設課

調査しない理由  新潟市行政苦情審査会による苦情の審査が終了した事項であるため。また、調査
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することが適当でないと認められるため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 1号及び第 5号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年１１月２８日

７．平成２８年１１月２８日付けの調査結果通知書に関してＡ区役所の一方的な判断は納得できない

苦 情 申 立 て

の 趣 旨

平成２８年１１月２８日付けの通知書について、Ａ区役所の一方的な判断は納

得がいかない。

苦 情 申 立 て

の 理 由

1  公園建設についての様々なＡ区建設課の対応に納得がいかない。
2  公園内の看板内容とＢ自治会役員の対応が違っている。
3 公園工事中の立入禁止の看板は、子どもや申立人が入りたいので外してほしいと
言えば外すのか。

受 理 年 月 日 平成２８年１２月２２日

所 管 課 Ａ区建設課

調査しない理由  新潟市行政苦情審査会による苦情の審査が終了した事項であるため。

（新潟市行政苦情審査会規則第 11条第 1項第 1号）
調査しない旨の

通 知 年 月 日
平成２８年１２月２２日

（３）申立ての取り下げ又は調査を中止したもの ・・・２件

１．市には開発道路との接続道路設置の法的義務があるが、未だに設置されていないので早急に設置

してほしい

苦 情 申 立 て 

の 趣 旨

 市には開発道路との接続道路設置の法的義務があるが、未だに設置されていな

いので早急に設置してほしい。 

所 管 課 Ａ区建設課 

受 理 年 月 日 平成２８年２月１２日

取下げ年月日 平成２８年４月１１日

２．児童相談所からの謝罪を求める

苦 情 申 立 て 

の 趣 旨

 子どもが児童相談所の検査員に怖い思いをさせられ傷つけられたので、児童相

談所から謝罪をしてほしい。 

所 管 課 児童相談所 

受 理 年 月 日 平成２８年１０月２６日

取下げ年月日 平成２８年１０月３１日


